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平成 26 年度 逗子市人事行政の運営等の状況について 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

人件費とは、職員に支給される給与のほか、特別職に支給される給料・報酬等、職

員が加入している地方共済組合に事業主として支払う負担金等を合計したものです。 

区 分 
住民基本台帳

人口（26年1月1日） 

歳出額 

Ａ （千円） 

実質収支 

（千円） 

人件費 

Ｂ （千円） 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考）24年度の

人件費率 

25年度 60,259人 20,532,329  889,984  4,837,383  23.6％ 24.8％ 

（注）普通会計とは、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、介

護保険事業特別会計及び下水道事業特別会計を除いたものです。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

職員給与費とは、職員に支給する給与の総額をいいます。    

区 分 
職員数 

Ａ （人） 

給   与   費 １人当たり

給 与 費 

Ｂ／Ａ（千円） 

(参考)類似団体

平均１人当たり

給与費（千円） 

給 料 

（千円） 

職員手当 

（千円） 

期末・勤勉

手当（千円） 

計 Ｂ 

（千円） 

25年度 425 1,714,640 757,712 698,471 3,170,823 7,461 5,932 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成 25年４月１日現在の人数です。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務）） 

の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでおりません。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比

較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、

国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数です。 

 

逗子市のラスパイレス指数の推移は次のとおりです。 
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 類似団体との比較 
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※ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指  

数を卖純平均したものです。 

※ 平成 24 年及び平成 25 年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時

特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。 

国家公務員とは学歴区分等による年齢（経験年数）構成が大きく異なるため、ラス

パイレス指数が 100 を超えていることから、近隣他市の状況等を勘案し、今後も一

層の給与の適正化に努めていきます。 

 

（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

①給料表の見直し 

［未実施］ 

 

 

 

 

 

②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

給与制度の総合的見直しについては、国家公務員との勤務実態の相違等を考慮し、本市における見

直しの必要性を十分に検証する必要があり、また他の地方公共団体の職員の給与との均衡も考慮さ

れるべきであり、近隣他市の見直しの状況等を勘案したうえで判断する必要があることから、現在

未実施となっています。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

（支給割合）国基準 15％に対し、逗子市においても 15％を支給（変更なし） 

 平成２６年度

の支給割合 

見直し後の 

支給割合 

平成２７年度の

支給割合 

国基準による支給割合 15％ 15％ 15％ 

逗子市の支給割合 15％ 15％ 15％ 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 26年４月１日現在） 

  ① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 

（国ベース） 

逗子市 41.5歳 320,532円 475,200円 414,411 円 

神奈川県 43.2 歳 328,887 円 436,477 円 382,261 円 

国 43.5 歳 335,000 円 ― 408,472 円 

類似団体 41.8 歳 312,258 円 389,373 円 351,919 円 

② 技能労務職 

区 分 

公  務  員 民     間 参 考 

平 均 

年 齢 
職員数 

平  均 

給料月額 

平  均 

給与月額 

（Ａ） 

対応する民間 

の類似職種 

平 均 

年 齢 

平  均 

給与月額 

（Ｂ） 

Ａ／Ｂ 

逗子市 48.3歳 77人 323,769円 457,042円 － － － － 

 うち清掃職員 46.3歳 49人 332,292円 495,404 円 廃棄物 

処理業従業員 
44.7歳 288,100円 1.72 

 うち学校給食員 52.6歳 11人 308,327円 370,500 円 調理士 42.0歳 282,000円 1.31 

 うち用務員 53.5歳 9人 323,660円 392,122 円 用務員 54.3歳 199,300円 1.97 

 うちその他 48.3歳 8人 292,925円 413,175円 － － － － 

神奈川県 54.6歳 359 人 349,825 円 421,984 円 － － － － 

国 50.1歳 － 287,992 円 326,611 円 － － － － 

類似団体 47.4歳 48 人 319,037 円 378,814 円 － － － － 

 

区 分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ） 

民 間 

（Ｄ） 
Ｃ／Ｄ 

逗子市 7,071,104円 － － 

 うち清掃職員 7,595,148 円 3,939,100 円 1.93 

 うち学校給食員 5,848,100 円 3,700,100 円 1.58 

 うち用務員 6,375,464 円 2,747,000 円 2.32 

 うちその他 6,378,500 円 － － 

 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 

（平成 23～25 年の３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点に

おいて完全に一致しているものではありません。 

※ 各平均給与月額に含まれる手当については、必ずしも一致するものではありません。 
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（２）職員の初任給の状況（平成 26年４月１日現在） 

区     分 逗子市 神奈川県 国 

一般行政職 

大学卒 181,200円 178,800円 181,200円 

短大卒 161,600円  158,700円 － 

高校卒 149,800円 144,500円 140,100円 

技能労務職 高校卒 149,800円 141,900円 137,200円 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 26 年４月１日現在） 

区     分 経験年数10年 
（10年以上15年未満） 

経験年数20年 
（20年以上25年未満） 

経験年数25年 
（25年以上30年未満） 

経験年数30年 
（30年以上35年未満） 

一般行政職 

大学卒 276,506円 377,777円 406,248円 421,075円 

短大卒 － 358,375円 369,025円 410,050円 

高校卒 － 363,875円 362,940円 410,018円 

技能労務職 高校卒 － 329,600円 344,078円 372,367円 

  

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成 26年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

１級 主事補の職務 13人 5.8％ 140,100円 243,700円 

２級 主事の職務 62人 27.6％ 185,800円 307,800円 

３級 高度の知識又は経験を有する主事の職務 14人 6.2％ 231,100円 337,700円 

４級 主任の職務 16人 7.1％ 237,500円 354,700円 

５級 係長、センター所長、保育園長、青尐年会

館長、公民館長又は専任主査の職務 

主査の職務 

47人 20.9％ 261,900円 400,600円 

６級 副主幹の職務 16人 7.1％ 289,200円 413,500円 

７級 会計管理者、課長、センター長、館長、施

設長、センター所長、担当課長、主幹、課

長補佐又は所長補佐の職務 

36人 16.0％ 320,600円 435,500円 

８級 理事、部長、担当部長、福祉事務所長、次

長又は参事の職務 

21人 9.3％ 366,200円 465,000円 

（注）１ 逗子市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

昇給には以下のものがあります。 

 

① 査定昇給（昇給への勤務成績の反映状況） 

１年間の勤務成績により、翌年７月１日に５段階の区分で昇給する仕組みです。 

逗子市では、透明性、納得性の高い新たな人事評価制度の構築を進めており、その

制度の構築後、運用していく予定です。 

区 分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

昇給号給（号） ８以上 ６ ４（３） ２ ０ 

   （注）１ 高齢層職員は除きます。 

      ２ （ ）内は７級以上の特定職員です。 

 

② その他の昇給 

   それ以外に昇給できる場合としては、次の場合があります。 

   ・研修に参加し、その成績が特に良好な場合 

   ・業務成績の向上、能率増進、発明考案等により職務上特に功績があったことによ

り表彰を受けた場合 

   ・職制若しくは定員の改廃又は予算の減尐により廃職又は過員を生じたことにより

退職する場合 
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（３）高齢層職員の昇給停止（抑制）制度の概要 

高齢層職員の昇給停止（抑制）制度とは民間企業等との均衡を図るため、一定年齢以

上の職員について、昇給抑制したり昇給停止したりする制度です。 

なお、昇給抑制とは、査定昇給時の昇給号給数を半分にすることです。 

 

職 種 逗子市 国 
該当職員数 

25 年度 24 年度 

一般行政職 昇給停止：58歳以上 昇給抑制：55歳以上 20 人 17 人 

技能労務職 昇給停止：58歳以上 昇給抑制：55歳以上 6 人 7 人 

 

４ 職員の手当の状況 

職員は、以下の手当が支給されます。 

期末手当・勤勉手当：民間企業のボーナス等に相当する手当 

退職手当：退職したときに支給される一時金 

地域手当：民間における賃金等を考慮して職員に支給される手当 

特殊勤務手当：危険、困難、不健康な業務等に従事したときに支給される手当 

時間外勤務手当：正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当 

その他、扶養手当、住居手当、通勤手当等があります。 

 

（１） 期末手当・勤勉手当 

    

逗   子   市 国 

１人当たりの平均支給額（25年度） 

15,483百円 
－ 

（平成25年度支給率割合） 

期末手当  勤勉手当 

６月期   1.225月分  0.675月分 

（0.65）月分  （0.325）月分 

12月期   1.375月分  0.675月分 

（0.80）月分 （0.325）月分 

 計    2.60月分   1.35月分 

（1.45）月分 （0.65）月分 

（平成25年度支給率割合） 

期末手当  勤勉手当 

６月期   1.225月分  0.675月分 

（0.65）月分  （0.325）月分 

12月期   1.375月分  0.675月分 

（0.80）月分 （0.325）月分 

 計    2.60月分   1.35月分 

（1.45）月分 （0.65）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

※（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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（２） 退職手当（平成 26 年４月１日現在） 

    

逗   子   市 国 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続20年  21.62月分 27.025月分 

勤続25年  30.82月分 36.570月分 

勤続35年  43.70月分 52.440月分 

その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

１人当たり平均支給額（25年度） 

  自己都合    5,166千円 

定年     24,032千円 

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続20年  21.62月分 27.025月分 

勤続25年  30.82月分 36.570月分 

勤続35年  43.70月分 52.440月分 

その他の加算措置 

・定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

 

（３） 地域手当（平成 26 年４月１日現在） 

 

支給実績（平成25年度決算） 269,290千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 633,624円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

市内全地域 15％ 423人 （地域手当）15％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

101.4 

（101.4） 

※ 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階

的に引き上げることとしていました。逗子市は平成23年度で制度完成となりまし

た。 

※ 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家

公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正

したラスパイレス指数です。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の

指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。） 

 

（４） 特殊勤務手当（平成 26 年４月１日現在） 

    

区      分 全  職  種 

支給実績（平成25年度決算） 5,199千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 42,268円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度） 28.9％ 

手当の種類（手当数） 全15種類 
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手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 業 務 
支 給 実 績 

（25年度決算） 

左 記 職 員 に 対 す る 

支 給 卖 価 

感 染 症 防 疫 作

業手当 

感染症患者等の救護又は付着した物

件の処理作業に従事したとき 

― 作業１回につき400円 

有 害 毒 薬 物 取

扱手当 

ねずみ族昆虫等の駆除のため人体に

有害な薬品の散布に従事したとき 

― 作業１日350円 

行 旅 死 亡 人 及

び 変 死 者 処 置

作業手当 

行旅死亡人及び変死者があった場合

において、その処置作業に従事した

とき 

― 死亡人１件につき1,000

円 

税 務 及 び 保 険

料徴収手当 

市税の賦課のため調査若しくは検査

又は市税若しくは国民健康保険料の

滞納整理若しくは滞納処分事務のた

め出張を命ぜられてその業務に従事

したとき 

74千円 １日又は１件につき500

円を超えない範囲内 

清 掃 作 業 車 等

運転手当 

常時清掃作業車等の運転に従事する

職員 

785千円 月額3,000円を超えない

範囲内 

作 業 監 督 員 等

手当 

清掃作業等の指揮、監督に従事する

職員のうち次の職員（５級以下の監

督員・作業監督員・学校給食主任調

理員） 

336千円 月額4,000円 

福祉業務手当 社会福祉に関する現業に従事する職

員に支給 

1,016千円 月額3,000円 

保健指導手当 療養又は衛生の指導に従事する保健

師に支給 

293千円 月額2,500円 

焼 却 炉 内 清 掃

作業手当 

焼却炉内の作業に直接従事する職員 ― １日につき10,000円 

用 地 等 交 渉 手

当 

土地、家屋その他の物件の移転及び

買収の交渉並びに土地境界査定のた

めの交渉に従事したときに支給 

47千円 １日につき300円 

救急作業手当 消防職員が救急業務のため出動し、

傷病者を搬送したときに支給 

2,098千円 搬送１回につき510円を

超えない範囲内 

高所作業手当 消防職員が地上 10メートル以上の箇

所で作業に従事したときに支給 

143千円 １日につき150円 

電 気 主 任 技 術

者手当 

常時電気関係業務に従事し、第３種

電気主任技術者免許以上の免許を有

する職員に支給 

60千円 月額5,000円 
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特 別 清 掃 業 務

手当 

12月 29日 か ら 翌 年 １ 月 ３ 日 ま で (12

月 28日及び１月４日が勤務を要しな

い日に当たるときは、 12月 28日から

翌 年 １ 月 ４ 日 ま で )の 日 に 清 掃 作 業

手当及び清掃管理手当で定められて

いる業務に従事したときに支給 

486千円 日額6,000円（勤務した時

間が４時間以下の場合に

あっては、3,000円） 

犬 猫 等 死 体 処

理作業手当 

清掃作業に従事する職員が犬猫等死

体処理作業に従事したときに支給 

1千円 犬猫等死体１件につき

200円 

※支給実績内訳は全会計の平成 25年度決算額となります。 

 

（５） 時間外勤務手当 

 

支給実績（平成25度決算） 172,308千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 474,678円 

支給実績（平成24度決算） 175,325千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 485,665円 

 

（６） その他の手当（平成 26 年４月１日現在） 

 

手当名 内容及び支給卖価 

国の制

度との

異動 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（平成25年

度決算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額 

（平成25年度決算） 

扶養 

手当 

配偶者13,700円 

扶養親族２人まで7,600

円 

その他扶養親族の人数等

により6,500～11,000円 

異なる 配偶者13,000円 

扶養親族6,500

円～11,000円 49,075千円 266,712円 

住居 

手当 

限度額30,000円 異なる 限度額27,000円 
65,788千円 220,027円 

通勤 

手当 

１月当たりの 

限度額55,000円 

同じ － 
39,805千円 113,082円 

管理職

手当 

支給額 

理事・部長・担当部長 

      95,000円 

次長・参事 85,000円 

課長・担当課長・主幹 

      80,000円 

課長補佐  65,000円 

異なる 俸給の特別調整

額 行政職俸給

表(一)を適用す

る職員  

139,300円 

～46,300円 

59,358千円 957,387円 
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（７） 旅費の概要 

  公務出張、赴任に要する費用を旅費として支給しています。 

種類 内容 

鉄道賃・船賃・

航空賃・車賃 

運賃等を支給しています。 

雑費 出張中の事務連絡に要する経費について支給しています。 

宿泊料 宿泊を要する場合に支給しています。 

食卓料 車中泊等をした場合には、夜の食費を支給しています。 

支度料 外国への出張、赴任には、支度に要する費用を支給しています。 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成 26年４月１日現在）   

 

区    分 給料月額等 （参考）類似団体における 

最高/最低給料月額 

給  料 
市 長 910,000円 926,300円／730,000円 

副市長 755,000円 764,800円／648,000円 

報  酬 

議 長 542,000円 621,000円／400,000円 

副議長 482,000円 571,500円／350,000円 

議 員 439,000円 540,000円／320,000円 

期末手当 

市 長 （平成25年度支給割合） 

６月期 1.9月分  12月期 1.9月分 合計 3.8月分 副市長 

議 長 （平成25年度支給割合） 

６月期 1.9月分  12月期 1.9月分 合計 3.8月分 副議長 

議 員 

退職手当 

 （算定方法）            （支給時期） 

給料月額×任期年数×350／100     任期ごと 

給料月額×任期年数×260／100     任期ごと 

市 長 

副市長 

※ 常勤の特別職には給料を、非常勤の特別職には報酬を支給することとされています。 
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６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

    

区分 

部門 

職  員  数 対前年 

増減数 

主な増減理由 

26年度 25年度 

普通会計部門 423人 426人 △3人  

 一般行政部門 287人 288人 △1人 欠員不補充 

 教育部門 51人 51人 －  

 消防部門 85人 87人 △2人 欠員分 

公営企業等会計部門 24人 24人 －  

合  計 
447人 

（621人） 

450人 

（621人） 
△3人 

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、

派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

２ 公営企業等会計部門とは、下水道等の部門です。 

３ （  ）内は、条例定数の合計です。 

 

（２）年齢別職員数の状況（平成 26年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 

0.22% 21.52% 19.73% 31.17% 25.78% 1.57% 

1 人 96 人 88 人 139 人 115 人 7 人 
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（３）職員数の推移 

（卖位：人・％） 

      区分 

部門 

21 年 

 

22 年 

 

23 年 

 

24 年 

 

25 年 

 

26 年 

 

過去 5年間 

の増減数（率） 

一般行政 303 人 288 人 287 人 286 人 288 人 287 人 △16（△5.3％） 

教 育 63 人 59 人 55 人 53 人 51 人 51 人 △12（△19.0％） 

消 防 88 人 87 人 87 人 87 人 87 人 85 人 △3（3.4％） 

普通会計計 454 人 434 人 429 人 426 人 426 人 423 人 △31（△6.8％） 

公営企業等会計計 27 人 25 人 24 人 24 人 24 人 24 人 △3（△11.1％） 

総合計 481 人 459 人 453 人 450 人 450 人 447 人 △34（△7.1％） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 

（４） 職種別・採用方法別職員数                                                                    

       採用方法は、試験による採用と選考による採用とがあります。 

    試験採用については、例えば、一般行政職の１次試験は、能力・適性試験を主な

内容、２次試験等は面接を主な内容としています。 

（卖位：人） 

職 種 

25年度 24年度 

試験 

採用 

選考 

採用 
計 

試験 

採用 

選考 

採用 
計 

一般行政職 
計 12 4 16 13 3 16 

うち女性 5 1 6 4 2 6 

保健師 
計 3 － 3 1 － 1 

うち女性 3 － 3 － － － 

保育士 
計 6 － 6 3 － 3 

うち女性 4 － 4 2 － 2 

消防職 
計 1 － 1 3 － 3 

うち女性 － － － 1 － 1 

計 
計 22 4 26 20 3 23 

うち女性 12 1 13 7 2 9 

 （注）１ 臨時・非常勤職員は含みません。 

２ 選考採用には、再任用・任期付職員等を含みます。 
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（５） 採用試験の実施状況 

 

【25年度】                          （卖位：人） 

職種 学歴区分 応募者 
受験者 

a 

第１次 

合 格 

第２次 

合 格 

第３次 

合 格 

第４次 

合 格 

最終 

合格 b 

合格 

倍率

a/b 

採用

者 

一般行政職 

（事務職（部長級）） 
 1 1 1    1 1.00 1 

一般行政職 

（事務職） 
大学卒 551 379 94 36 12 7 6 63.17 6 

一般行政職 

（技術職（電気）） 
大学卒 7 7 2 1 1  1 7.00 1 

保健師  3 2 2 2 2  2 1.00 2 

保育士  21 20 13 9 6  6 3.33 6 

消防士  32 30 10 8 3  3 10.00 1 

一般行政職 

（育児休業代替任期付） 
 18 17 9 7   7  2.43 4 

保健師 

（育児休業代替任期付） 
 1 1 1 1   1 1.00 1 

一般職任期付 

（教育研究所） 
 1 1 1    1 1.00 1 

総計  635 458 133 64 24 7 28 16.36 23 

 

【24 年度】                          （卖位：人） 

職種 学歴区分 応募者 
受験者 

a 

第１次 

合 格 

第２次 

合 格 

第３次 

合 格 

第４次 

合 格 

最終 

合格 b 

合格 

倍率

a/b 

採用

者 

一般行政職 

（事務職（部長級）） 
 1 1 1    1 1.00 1 

一般行政職 

（事務職） 
大学卒 375 253 83 36 18 10 10 25.30 9 

一般行政職 

（事務職（身障者）） 
大学卒 2 2 1 1 1  1 2.00 1 

一般行政職 

（技術職（土木）） 
高校卒 21 13 8 4 2 2 2 6.50 2 

保健師  10 10 6 3 2  2 5.00 2 

保育士  23 22 9 5 3  3 7.33 3 
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消防士  35 33 12 8 5  5 6.60 2 

一般行政職 

（育児休業代替任期付） 
 9 7 6 3   3 2.33 2 

保健師 

（育児休業代替任期付） 
 2 2 2 2   2 1.00 0 

一般職任期付 

（文化プラザ運営業務） 

 1 1 1 1   1 1.00 1 

一般職任期付 

（教育研究所） 
 1 1 1    1 1.00 1 

総計  480 345 130 63 31 12 31 11.13 24 

 

（６）昇任制度の概要 

      各級において、昇任基準に従い、原則として内部の職員から選考し、上位の職に昇

任をしています。 

また、２級昇格時には、昇任試験を実施しています。 

 

（７）降任制度の概要 

   降任とは下位の職に任命することであり、本人の意に反して行われる分限処分（４

職員の分限処分及び懲戒処分の状況を参照）としての降任と、本人の希望又は同意に

基づく希望降任があります。   

 

（８）退職者の状況 

   退職には、以下の事由の退職があります。   

定 年 退 職：定年（原則60歳）により退職する場合 

勧 奨 退 職：人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これに応じて 

退職する場合 

  自己都合退職：本人の都合により退職する場合 

そ の 他：任期満了、死亡による退職等 

 

     事由別退職者の数                        （卖位：人） 

 定 年 勧 奨 自己都合 その他 計 

25年度 24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 

一般行政職 9 7 - - 14 9 7 3 30 19 

 うち管理職 6 5 - - 2 - 2 1 10 6 

技能労務職 4 3 - - - - - 1 4 4 

 うち管理職 - - - - - - - - - - 

計 13 10 - - 14 9 7 4 34 23 

 うち管理職 6 5 - - 2 - 2 1 10 6 
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（９）再任用の状況 

再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度です。 

なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それよりも

短時間勤務する短時間勤務職員があります。 

                        （卖位：人） 

  職種      常時勤務       短時間勤務 

25年度 24年度 25年度 24年度 

 一般行政職 3 - 41 40 

 技能労務職 2 - 20 19 

計 5 - 61 59 

    （注）職種は再任用時の職種です。 

 

（10）身体障害者及び知的障害者の任用状況 

 法定雇用率     2.3％ 25年度      2.01％ 24年度      1.86％ 

※ 法定雇用率を達成するために採用しなけらばならない障害者の数は１人です。 

 

７ 勤務時間その他の勤務条件 

 

（１）職員の勤務時間、休憩・休息時間の概要  

   職員の勤務時間は、８時 30分から 17 時 15 分までの１日７時間 45分、週 38 時間 45

分です。勤務時間のうちで 60分の休憩時間があります。（25年４月１日現在） 

 

8:30                     12:00     13:00                 17:15 

 

 

 

     

（２）職員の年次休暇の概要と取得状況 

   労働基準法の規定に従い、原則として１年に 20日の有給休暇が与えられます。 

                          

25 年度の平均取得日数 24 年度の平均取得日数 

8.5 日 9.7 日 

 

（３）特別休暇の概要  

   年次休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別な休暇が認められます。 

種 類 具体的な内容 期  間 

公民権行使休暇 選挙権その他公民としての権利の行使 その都度必要と認める時間 

証人等出頭休暇 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

国会、裁判所、地方公共団体の議会その

その都度必要と認める時間 

休憩時間 
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他の官公庁への出頭 

ドナー休暇 職員が骨髄移植のための骨髄液の提供

希望者としてその登録を実施する者に

対して登録の申出を行い、又は骨髄移植

のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以

外の者に骨髄液を提供する場合 

申出又は提供に伴う検査、入院

等その都度必要と認める期間 

ボランティア休暇 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで

社会に貢献する活動（専ら親族に対する

支援となる活動を除く。）を行う場合で、

その勤務しないことが相当であると認

められるとき 

当該休暇年度において５日を

超えない範囲内で必要と認め

る期間 

結婚休暇 職員の婚姻 ７日を超えない範囲内で必要

とする期間 

生理休暇 生理に有害な職務に従事する女子職員

及び生理日において勤務することが著

しく困難である女子職員 

原則として２日を超えない範

囲内で必要とする期間 

健康診査等休暇 妊娠中の女子職員が母子保健法（昭和40

年法律第1 4 1号）第10条に規定する保健

指導又は同法第13条に規定する健康診

査を受ける場合 

妊娠満23週までは４週間に１

回、妊娠満24週から満35週まで

は２週間に１回、妊娠満36週か

ら出産までは１週間に１回そ

の都度必要と認める時間 

通勤緩和休暇 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交

通機関の混雑の程度が、母体又は胎児の

健康保持に影響があると認める場合 

勤務時間の始め又は終わりに

おいて１日につき１時間を超

えない範囲内でそれぞれ必要

と認める時間 

出産休暇 職員の分べん 分べん予定日以前８週間（多胎

妊娠の場合にあっては、14週

間）目に当たる日から、分べん

の日後８週間目に当たる日ま

での期間において職員が請求

した期間 

育児時間休暇 職員の生後満１年に達しない子の養育 原則として１日に２回、１回30

分（男子職員にあっては、その

子の当該職員以外の親が当該

職員が育児時間休暇を使用し

ようとする日における育児時

間休暇（これに相当する休暇を

含む。）を承認され、又は労働

基準法第67条の規定により同

日における育児時間を請求し

た場合は、当該承認又は請求に

係る各回ごとの時間を差し引

いた時間を超えない時間） 

出産補助休暇 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下この

表において同じ。）の分べん 

分べんの日から２週間の期間

内において３日を超えない範

囲内で必要と認める期間 

育児参加休暇 配偶者が出産する場合であってその出

産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあ

っては、14週間）前の日から当該出産の

日後８週間を経過する日までの期間に

ある場合において、当該出産に係る子又

は小学校就学の始期に達するまでの子

（妻の子を含む。）を養育する職員が、

これらの子の養育のため勤務しないこ

当該期間内において１日又は

１時間を卖位に５日を超えな

い範囲内で必要と認める期間

(ただし、当該休暇の残日数す

べてを使用しようとする場合

において、当該残日数に１時間

未満の端数があるときは、当該

日数のすべてを使用すること
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とが相当であると認められるとき ができる。) 

子の看護休暇 小学校就学の始期に達するまでの子（配

偶者の子を含む。）を養育する職員がそ

の子の看護（負傷し、又は疾病にかかっ

たその子の世話を行うことをいう。）の

ため勤務しないことが相当であると認

められる場合 

当該休暇年度において１日

又は１時間を卖位に５日を超

えない範囲内で必要と認める

期間(ただし、当該休暇の残日

数すべてを使用しようとする

場合において、当該残日数に１

時間未満の端数があるときは、

当該日数のすべてを使用する

ことができる。) 

短期介護休暇 条例第８条に規定する日常生活を営む

のに支障がある者(以下「要介護者」と

いう。)の介護及び通院等の付添い、介

護サービスの提供を受けるために必要

な手続の代行その他の必要な世話を行

うため勤務しないことが相当であると

認められる場合 

当該休暇年度において１日

又は１時間を卖位に５日(要介

護者が２人以上の場合にあっ

ては、10日)を超えない範囲内

で必要と認める期間(ただし、

当該休暇の残日数すべてを使

用しようとする場合において、

当該残日数に１時間未満の端

数があるときは、当該日数のす

べてを使用することができ

る。) 

忌引休暇 親族の死亡 別に定める期間内において必

要と認める期間 

祭日休暇 父母の祭日 慣習上最尐限度必要と認める

期間 

夏期休暇 職員が夏期における盆等の諸行事、心身

の健康の維持及び増進又は家庭生活の

充実のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合 

当該休暇年度の7月1日から10

月31日までの間において7日を

超えない範囲内の日数 

災害等り災休暇 風水震火災その他の天災地変による職

員の現住居の滅失又は損壊 

その都度必要と認める期間 

交通遮断等休暇 感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律(平成10年法律第

1 1 4号)による交通の制限又は遮断 

その都度必要と認める時間 

 風水震火災その他の非常災害による交

通遮断 

その都度必要と認める時間 

 その他交通機関の事故等の不可抗力の

事故 

その都度必要と認める時間 

 

（４）介護休暇の概要と取得状況 

   職員が要介護状態にある家族を介護するための休暇制度があり、連続する６月取得

することができます。介護休暇は、１日卖位ではなく、時間卖位で取得することもで

きます。 

 

 取得者数（人） 

25 年度 24 年度 

介護休暇 0（0） 0（0） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 
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（５）療養休暇の概要と取得状況 

   職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書等に基づき、療養

のために必要最小限度の期間、勤務することが免除されます。 

 

 取得者数（人） 

25 年度 24 年度 

病気休暇 60 59 

 

（６）育児休業の概要と取得状況  

   職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。育

児休業は１日卖位で、部分休業は時間卖位で取得することができます。 

 

 取得者数（人） 

25 年度 24 年度 

育児休業 10（8） 6（6） 

部分休業 5（5） 7（7） 

（注）（  ）内は、女性の取得者数であり、内数です。 

（７）安全衛生管理体制の整備状況  

   事業場の規模及び業種によって、安全・衛生管理者等を選任、設置する必要があり

ます。   

                                                        （各年４月１日現在） 

組織等 説   明 

26 年 25 年 

設置すべき

事業場数 

うち設置 

事業場数 

設置すべき

事業場数 

うち設置 

事業場数 

総括安全 

衛生管理者 

 

安全衛生管理者及び衛生管理者の指

揮や、労働者の危険または健康障害を

防止するための措置等の事業場の安

全衛生に関する業務の統括管理を行

う者。 

0 0 0 0 

安全管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、

職場の設備や作業方法等に危険があ

る場合における応急措置等、安全に係

る技術的事項を管理する者。 

1 1 1 1 

衛生管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、

健康に異常のある者の発見・措置や、

作業環境の衛生上の調査等、衛生に係

る技術的事項を管理する者。 

3 3 3 3 

安全衛生推 安全管理者及び衛生管理者の選任が 13 0 13 1 
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進者等 義務づけられていない事業場におい

て、施設、設備等の点検、使用状況の

監視等を行う者。 

産業医 健康診断を実施する等、労働者の健康

管理等に当たるとともに、事業者又は

総括安全衛生管理者を指導助言する

等、専門家として活動する医師。 

3 3 3 3 

安全委員会 労働者の危険を防止するための基本

対策等で安全に関する重要事項につ

いて調査審議するため設置される委

員会。 

1 1 1 1 

衛生委員会 労働者の健康障害を防止するための

基本対策等で衛生に関する重要事項

について調査審議するため設置され

る委員会。 

3 3 3 3 

 

８ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

   職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処分により

職を失ったり、降任されたり、給料を減額されたりします。 

   分限処分とは公務の能率の維持のために行う処分であり、懲戒処分とは公務員として

ふさわしくない非行があった場合に公務員関係の秩序を維持するために行う処分です。 

 

① 分限処分者 合計 44 人                                  （卖位：人） 

処分事由 
25 年度 24 年度 

免職 降任 休職 降給 免職 降任 休職 降給 

勤務実績が良くない場合 0 0   0 0   

心身の故障の場合 0 0 44  0 0 39  

職に必要な適格性を欠く場合 0 0   0 0   

職制、定数の改廃、予算の減尐

により廃職、過員を生じた場合 
0 0   0 0   

刑事事件に関し起訴された場

合 
  0    0  

計 0 0 44 0 0 0 39 0 
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② 懲戒処分者 合計 0 人                                 （卖位：人） 

処分事由 
25 年度 24 年度 

免職  停職  減給  戒告  免職  停職  減給  戒告  

諸給与の不正領得 0 0 0 0 0 0 0 0 

受験採用の際の虚偽行為 0 0 0 0 0 0 0 0 

職務命令違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

信用失墜行為 0 0 0 0 0 0 0 0 

守秘義務違反 0 1 0 0 0 0 0 0 

職務専念義務違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

政治的行為違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

争議行為 0 0 0 0 0 0 0 0 

営利企業等従事制限違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

欠勤・遅刻・早退・勤務態度の

不良等 
0 0 0 0 0 0 0 0 

公職選挙法違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

傷害・暴行の刑法違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

金銭・異性関係等の非行 0 0 0 0 0 0 0 0 

収賄 0 0 0 0 0 0 0 0 

横領 0 0 0 0 0 0 0 0 

道路交通法違反 0 0 0 0 0 0 0 0 

管理監督者責任 0 0 0 1 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 
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計 0 1 0 1 0 0 0 0 

（注）地方公務員法以外の処分として訓告等の処分があります。 

 

９ 職員の服務の状況 

 

（１）服務に関する基本原則の概要 

 

基本原則 概 要 

職務専念義務 職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなけれ

ばいけません。 

信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為をし

たりしてはいけません。 

営利企業等の従事制限 営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には

許可を受けなければなりません。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

守秘義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

政治的行為の制限 職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政治的

行為が禁止されています。 

 

（２）職務専念義務免除制度の概要 

   職務専念義務は一定の事由がある場合に限り、免除されます。 

 

種 類 具体的な内容 

総合健康診断受診 人間ドック（有給） 

リフレッシュ休暇 勤続 20 年で３日・勤続 30 年で５日（有給） 

職員団体（組合）の事務従事 １暦年 30日以内（無給） 

 

（３）営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができます。      

 

許可した内容 
許可件数（件） 

25 年度 24 年度 

講師、調査員 ほか 29 40 

 

（４）在籍専従休職制度の概要と許可の状況 

   職員は許可を受ければ職員団体（組合）の業務にもっぱら従事することができます。  

   （無給休職扱いとなります。）     
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許可件数（件） 

25 年度 24 年度 

0 0 

 

10 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

（１）人材育成基本方針の概要 

   逗子市においては、人材育成基本方針に代わるものとして、毎年度、研修に関する

基本的な方針を策定しています。その概要は以下のとおりです。 

 

（２）研修方針・体系の概要と実施状況 

    

① 研修方針 

地方分権に伴う高度な政策能力の必要性や権限移譲、職員の削減等による業務の増

大など地方自治体職員を取り巻く環境は、年々厳しさを増しています。また、能力評

価制度の導入の検討等により、人材育成の重要性がより一層注目されています。 

これからの新しい自治体経営の中で職務を担う職員の立場においては、今まで以上

の自分自身のスキルアップそしてキャリアアップを図ることにより、これまでの「人

材」（＝能力向上の意識をもち、周囲から激励を受け能力を発揮する職員）から、こ

れらの自治体を取り巻く環境の変革により要求される課題に的確に対応する豊かで

柔軟な思考と、公務員としての基本的な倫理観と責任能力を研鑚することにより高い

倫理観と高いコンプライアンス(法令遵守)意識を獲得し、いかなる状況におかれても

プラス思考で常によい仕事ができるタフでガッツのある「人財」へ転換していくこと

が必要だと考えます。 

職員研修は、まさに「人財」育成システムの柱と考え、職員の潜在的可能性を引き

出すきっかけとなるべく、その充実を進めていきます。 

 

② 職場研修の概要と実施状況 

 ア 求められる職員像 

創造性を豊かにし自律的に行動することにより、複雑化、高度化する行政課題に対

応し、迅速で正確な質の高いサービスを提供すると共に、市民との協働を積極的に行

い、効率的・効果的な行政運営ができる「人財」として、特に次の４つの能力を高め

る契機となることを目的とした研修を重点的に実施していきます。 

 

・プロデュース能力 

従来の縦型組織（セクショナリズム）にとらわれない組織横断的な立場で、政策

の企画立案、事業の推進、実施まで一貫して責任を負うことができる職員としての

能力 
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・マネジメント能力 

業務品質（CSと効率）向上のアプローチを理解するとともに、職場での「人財」

育成・活用に反映できる業務品質マネジメントができる能力、及び高い精神力で自

己実現できる能力 

 

   ・ネゴシエーション能力 

十分なコミュニケーションによりお互いが納得しあうため、実際の折衝・交渉・

調整のポイントを押さえ、ヒューマニティあふれる結果（合意）を獲得する能力 

 

・プレゼンテーション能力 

組織や住民に対し、常に自らの考えを発信していくために、わかりやすい説明が

できる能力に加え、ビジュアル・ツールの効果的な活用法等を修得し、納得性、透

明性の高いプレゼンテーションができる能力 

 

イ 職場の学習的風土づくり 

「人財」育成は日頃のＯＪＴ（職場研修）が非常に重要な役割を担っています。

あくまで集合研修や派遣研修は知識の習得・専門性の向上、自己啓発及び意識改革

等のきっかけ作りであり、職員が研修で学んだことを活かし、自己の能力として発

揮させ、業務へ還元し、職場に良い結果や効果をもたらすまでに至るには、職場に

おいてＯＪＴを円滑に実施する環境が整っていないと、実現が不可能だといっても

過言ではありません。職員のＯＪＴ推進者である各所属長は、課せられた大きな責

務の一つとして、「人財」育成を推進する心構えが必要となります。 

 

・職場の環境整備 

研修を受講する職員が担当する業務の状況を事前に把握し、職員が余裕を持って

研修に参加できるよう配慮する必要があります。 

 

・自己啓発支援 

研修によっては、事前に予習を求める場合や研修期間中に自主研究が行われる場

合があるので、研修に集中できる環境づくりを行う必要があります。 

 

・研修成果の還元 

研修終了後は、研修受講報告書の書面だけでなく、課または係内でミーティング

等を利用し、他の職員へも報告する機会を設け、職員が受けてきた研修の成果を確

認する体制づくりが必要となります。 
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＜研修体系＞ 

通 信 通 学 教 育 助 成 ＜ 希 望 職 員 ＞
自主研究 グル ー プ 助成 ＜ 希 望 職 員 ＞
国内先進事例調査研究助成 ＜ 希 望 職 員 ＞
eﾗｰﾆﾝｸﾞ（ﾜｰﾄ ﾞ基礎・応用） ＜ 希 望 職 員 ＞
eﾗｰﾆﾝｸﾞ（ｴｸｾﾙ基礎・応用） ＜ 希 望 職 員 ＞
eﾗｰﾆﾝｸﾞ（ｱｸｾｽ基礎・応用） ＜ 希 望 職 員 ＞
eﾗｰﾆﾝｸﾞ（ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ活用） ＜ 希 望 職 員 ＞

職 場 研 修 （ 課 又 は 係 ） ＜ 所 属 職 員 ＞
行 政 課 題 研 修 （ 部 ） ＜ 全 職 員 ＞

新 採 用 職 員 ＜ 新 採 用 職 員 ＞
新 採 用 職 員 ２ 次 研 修 ＜ 新 採 用 職 員 ＞
初 級 職 員 ＜ ２ 級 昇 格 前 ＞
キ ャ リ ア ・ マ ネ ジ メ ン ト ＜ 在 職 10 年 程 度 ＞
鎌 倉 市 合 同 ＜ ４ 級 及 び ３ 級 職 員 ＞
三 浦 市 ・ 葉 山 町 合 同 ＜５級職員（係長・専任主査・主査）＞

中 堅 職 員 ＜ ４ ～ ６ 級 職 員 ＞
管 理 者 ＜ ７ ・ ８ 級 職 員 ＞

フ ァ シ リ テ ー シ ョ ン ＜ ２ ～ ３ 級 職 員 ＞
住 民 対 応 ＜ ２ ～ ３ 級 職 員 ＞

勤 務 評 定 ＜ 評 定 者 ＞
メ ン タ ル ヘ ル ス ＜この研修を必要とする職員＞
新 採 用 非 常 勤 職 員 ＜ 新 採 用 非 常 勤 職 員 ＞
非 常 勤 職 員 接 遇 ＜在職５年程度非常勤職員＞

財 務 事 務 ＜ 在 職 １ 年 以 上 ＞
住 民 対 応 （ 一 般 職 員 ） ＜ 在 職 １ 年 以 上 ＞
法 制 執 務 （ 基 礎 ） ＜ 在 職 ４ 年 以 上 ＞
職 場 研 修 （ Ｏ Ｊ Ｔ ） ＜在職５年以上の希望職員＞
民 法 ＜ 在 職 ５ 年 以 上 ＞
地 方 自 治 の 現 状 と 法 ＜ 在 職 ６ 年 以 上 ＞
住 民 と の 協 働 ＜ 在 職 ７ 年 以 上 ＞
コ ー チ ン グ ＜５・６級職員のうち希望職員＞
目標による マネ ジ メ ント ＜５・６級職員のうち希望職員＞
住民対応（リーダー・監督者級） ＜５・６級職員のうち希望職員＞

メ ン タ ル ヘ ル ス ＜５・６級職員のうち希望職員＞
マ ネ ジ メ ン ト ＜７・８級職員のうち希望職員＞

メ ン タ ル ヘ ル ス ＜７・８級職員のうち希望職員＞

庁 内 講 師 養 成 ＜ 講 師 予 定 者 等 ＞
接 遇 研 修 指 導 者 養 成 ＜ 講 師 予 定 者 等 ＞

税 務 職 員 （ 徴 収 基 礎 ） ＜ 担 当 職 員 ＞
税 務 職 員 （ 徴 収 実 務 ） ＜ 担 当 職 員 ＞
税務職員 （固定資産税） ＜ 担 当 職 員 ＞
税務職員 （市町村民税） ＜ 担 当 職 員 ＞
用 地 担 当 職 員 ＜ 担 当 職 員 ＞
公 会 計 制 度 ＜ 担 当 職 員 ＞
広 報 企 画 ( 隔 年 ） ＜ 担 当 職 員 ＞
研 修 担 当 職 員 ＜ 担 当 職 員 ＞

企 画 力 開 発 ＜ 希 望 職 員 ＞
コミュニケーションスキルアップ ＜ 希 望 職 員 ＞
プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン ＜ 希 望 職 員 ＞
タイムマネジメント (隔年) ＜ 希 望 職 員 ＞
法 制 執 務 （ 応 用 ） ＜ 希 望 職 員 ＞
政 策 法 務 ＜ 希 望 職 員 ＞
行 政 争 訟 法 ＜ 希 望 職 員 ＞
法 学 概 論 ＜ 希 望 職 員 ＞
統 計 概 論 ＜ 希 望 職 員 ＞
簿 記 ＜ 希 望 職 員 ＞
情 報 セ キ ュ リ テ ィ ＜ 希 望 職 員 ＞
災害に関する危機管理（基礎） ＜ 希 望 職 員 ＞
災害に関する危機管理（基礎・地域版） ＜ 希 望 職 員 ＞
災害に関する危機管理（応用） ＜ 希 望 職 員 ＞
政 策 形 成 演 習 ＜ 希 望 職 員 ＞
自 治 啓 発 セ ミ ナ ー ＜ 希 望 職 員 ＞

ワード（業務マニュアル作成） ＜ 希 望 職 員 ＞
エ ク セル （応用 ・ マク ロ） ＜ 希 望 職 員 ＞
ア ク セ ス （ 基 礎 ・ 応 用 ） ＜ 希 望 職 員 ＞
パ ワ ー ポ イ ン ト 活 用 ＜ 希 望 職 員 ＞

政 策 形 成 実 践 研 究 ＜ 希 望 職 員 ＞

課題テー マ別 調査 研究 ＜ 希 望 職 員 ＞

市町村職員中央研 修所 ＜ 指 名 職 員 ＞
そ の 他 専 門 実 務 ＜ 指 名 職 員 ＞

＊　在職年数については、大学新卒者のモデルとする。

自 己 啓 発

職 場 研 修

階層別

集合研修

派 遣 研 修
（ そ の 他 ）

派 遣 研 修
（市町村研修セン ター）

職場外研修

調 査 研 究

能 力 開 発

情 報 研 修

職

員

研

修

能力開発

特別研修

階層別

講師養成

専門実務
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③ 職場外研修の実施状況 

 

○ 自己啓発 

ア 自主研究グループ活動助成 

実績なし 

 

イ 通信通学教育講座受講助成 

コ   ー   ス   名 受 講 者 数 修 了 者 数 

神奈川県立保健福祉大学実践教育センター  

栄養ケア・マネジメント課程   
１名 １名 

メディアックパソコンスクール大船教室 

ビデオ編集コース   
１名 １名 

合        計 ２名 ２名 

 

ウ 国内先進都市視察  

調査研究課題 療育・教育の総合センターについて 

視  察  先 宮城県仙台市（北部・南部両発達相談支援センター、自閉症児者相談センター） 

日 時 平成２５年１０月１７日 (木) ～１８日（金） ２日間 

参 加 者 ５名 （福祉部職員、障がい福祉課職員、教育研究所職員、職員課職員）  

  

調査研究課題 自治体クラウドの取組み及びオープンデータの取組みについて 

視  察  先 岐阜県美濃加茂市、福井県鯖江市及び坂井市 

日 時 平成２５年１１月７日 (木) ～８日（金） ２日間 

参 加 者 ２名 （総務部職員、総務課職員）  

 

調査研究課題 最低敷地面積基準について 

視  察  先 兵庫県尼崎市、芦屋市及び西宮市 

日 時 平成２６年１月２３日 (木) ～２４日（金） ２日間 

参 加 者 １名 （まちづくり課職員）  

 

○ 職場研修 

ア 行政課題研修 

講 義 名 保存文書の上手な綴り方＋α  

講 師 総務課職員 

日 時 平成２５年５月１５日(水)から５月２０日（月）までの間、各回１時間３０分ずつ計３回 

参 加 者 数 ７１名 

内 容 保存文書の量の削減を目指し、適切な保存文書の綴り方の再確認を行う。 

実施所属長 総務部長 
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講 義 名 個人情報保護制度 

講 師 逗子市個人情報保護委員 小林 雅信、芳野 直子、小沢 弘子 

日 時 平成２５年６月１８日(火)から７月１２日（金）の間、各回１時間３０分ずつ計８回 

参 加 者 数 ６９名 

内 容 個人情報保護制度の概要及び個人情報の取扱いについて 

実施所属長 総務部長 

 

講 義 名 地域の魅力あるまちづくり 

講 師 特定非営利活動法人地域魅力理事長 田中美乃里 

日 時 平成２５年９月４日(水) 午後２：００から午後４：００まで 

参 加 者 数 ４１名 

内 容 

ソーシャルネットワークサービスの活用等を通じて、地域での魅力あるまちづくりを実践して

いる藤沢市を事例に、市民協働による行政運営を活かしていくための手法を学び理解を深

める。 

実施所属長 環境都市部長 

 

講 義 名 個人情報の適切な取扱いについて 

講 師 個人情報保護委員 小林 雅信 

日 時 平成２５年１１月７日(水) 午後２：３０から午後４：２０まで 

参 加 者 数 ４７名（ほか職員以外５名） 

内 容 個人情報の適切な取扱いについて、個人情報保護責任者等の認識を深める。 

実施所属長 総務部長 

 

講 義 名 情報公開制度 

講 師 逗子市情報公開審査委員 小林 雅信、芳野 直子、小沢 弘子 

日 時 平成２５年１２月２４日(火)から１２月２６日（木）まで、各日１時間３０分ずつ計３回 

参 加 者 数 ２２名 

内 容 逗子市情報公開条例の特徴及び事例の検討について 

実施所属長 総務部長 

 

講 義 名 市民参加条例～正しく、より実質の伴った運用をするために～ 

講 師 関東学院大学法学部法学科教授 出石 稔 

日 時 平成２６年２月２７日(木) 午前１０：００から午前１２：００まで 

参 加 者 数 ４２名（ほか職員以外２名） 

内 容 
正しく、より実質の伴った市民参加条例の運用をするために、市民参加条例・協働制度に

対する認識と理解を深める。 

実施所属長 市民協働部担当部長 
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講 義 名 逗子市の情報公開制度と条例の一部改正について 

講 師 逗子市情報公開審査委員 芳野 直子 

日 時 平成２６年３月１１日(火) 午後２：３０から午後４：００まで 

参 加 者 数 ４６名（ほか職員以外２名） 

内 容 情報公開制度及び一部改正する情報公開条例の解釈・運用についての理解を深める。 

実施所属長 総務部長 

 

イ 職場内研修 

講 座 名 新採用職員アドバイザー制度 

日  程 平成２５年４月～９月（６月間） 

受 講 者 数 １１名 

目 的 職員としての必要な知識・技能を、職場研修（OJT）にて習得することを目的とする。 

 

その他各職場で、管理監督者による OJT を実施した。 

 

○ 新規採用職員研修 

ア 新規採用職員研修講座 

（４月採用者等） 

講   義  名 平成２５年度 新規採用職員研修講座 

講      師 逗子市職員 

日       程 平成２５年４月１日(月)～８日（月） ６日間 

場      所 市庁舎５階 第５会議室ほか 

受 講 者 数 ２１名（平成２５年４月 1 日付採用の職員 ほか） 

内        容 市の組織と仕事、環境マネジメントシステム、健康管理、その他について 

 

イ 新採用職員２次研修講座 

講   義  名 平成２５年度 新採用職員２次研修講座 

講      師 逗子市職員 

日       程 平成２６年１月２１日(火)～２２日(水) ２日間（うち１泊） 

場      所 神奈川県立かながわ女性センター会議室 

受 講 者 数 １４名（平成２５年４月１日採用の職員ほか） 

内        容 男女共同参画、ワークショップ入門、公文書の書き方、契約事務等について 

 

○ 初級職員研修講座 

ア 初級職員研修講座 

 （平成２５年１月採用者） 

講   義  名 平成２５年度 初級職員研修講座① 

講      師 逗子市職員 
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日       時 平成２５年１１月２０日(水)、２２日(金)  ２日間 

場      所 市庁舎５階 選挙管理委員室 

受 講 者 数 １名（平成２５年１月１日採用の職員） 

内        容 地方自治法、地方公務員法 

 

（４月採用者等） 

講   義  名 平成２５年度 初級職員研修講座② 

講      師 逗子市職員 

日       時 平成２６年２月２０日(木)、２１日(金)、 ２日間 

場      所 市庁舎５階 第５会議室 

受 講 者 数 １３名（平成２５年４月１日採用の職員 ほか） 

内        容 地方自治法、地方公務員法 

 

 

○ 職場外研修 

ア 階層別研修 

講 座 名 鎌倉市合同研修 （意識改革研修） 

日  程 平成２５年７月１０日(水) 、１１日(木) ２日間 

場     所 （公財）神奈川県市町村研修センター ５階研修室 

講 師 （株）話し方教育センター専任講師  塩見 裕美  

受 講 者 数 ５名 

目 的 

 行政職員としての意識改革を推進するための考え方、手法を習得し、実務で活用するとと

もに、職場での意識改革の波及活動に務めてもらうこと及び両市の相互理解を深め、幅広

い視野と職員間のネットワークづくりの契機とすることを目的とする。 

 

講 座 名 二市一町（逗子市・三浦市・葉山町）合同研修（リーダーシップ研修） 

日  程 平成２５年７月２５日（木）、２６日（金） ２日間 

場     所 （公財）神奈川県市町村研修センター ５階研修室 

講 師 （株）話し方教育センター専任講師  伊丹 明子 

受 講 者 数 ８名 

目 的 

リーダーとしての立場や役割の自覚を促し、これまでの職場における取り組みを振り返り今

後の指針をつかむとともに、人としての関わり方の基本と、職場において仕事をよりスムー

ズに進めていくための実践的方法を習得し、職員相互の交流と情報交換の促進を図ること

を目的とする。 

 

講 座 名 フォロワーシップ研修（中堅職員研修） 

日  程 平成２６年３月１２日（水） 

場     所 市庁舎５階 第６会議室 

講 師 （株）インソース 専任講師  内藤 悟 
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受 講 者 数 １９名 

目 的 

①上司のビジョンを理解し、自主的に動くことができる②上司の判断を支援し、問題発見と

い解決策の提案ができる③後輩に正しく業務の目的を伝え、支援することができる等のス

キルを習得することにより、中堅職員の「自走力」「補佐力」「支援力」を高めることを目的と

する。 

 

イ 管理者研修 

講 座 名 管理者研修（リスクマネジメント研修） 

日  程 平成２５年１２月２４日（火） 

場     所 市庁舎５階 第７・８会議室 

講 師 一般社団法人日本経営協会 専任講師 篠原 滋 

受 講 者 数 ２８名 

目 的 

すべての部署に必要とされるリスク管理、リスクコミュニケーションに重点を置きながら、危

機管理に対する基本的知識、考え方、対応方法等を修得しリスクマネジメント能力を高め

るとともに、事例をとおしての役割や責任を認識することを目的とする 

 

  ウ 能力開発研修 

講 座 名 ファシリテーション（能力開発）研修 

日  程 平成２５年１２月５日（木）から１２月２６日（木）の間のうち３日間（３回） 

場     所 市庁舎５階 会議室 

講 師 
一般財団法人日本経営協会 専任講師 徳田太郎（第２回） 

市民協働コーディネーター 木下 理仁 

受 講 者 数 ３７名 

目 的 

多様な市民意見から合意を形成する手法としてのワークショップの必要性、創造的な議論

及びより高い次元の結果を導き出せるようなファシリテーションの基礎を学ぶことにより、

市民参加型の協働事業における実践に役立てることを目的とする。 

 

○ 特別研修 

講 座 名 非常勤事務嘱託員職員研修講座 

日  程 平成２５年８月２６日（月）、２９日（木） 

講 師 職員課職員 ほか 

受 講 者 数 ３７名 

目 的 

本市職員としての基礎的な知識及び非常勤事務嘱託員として適用される法律に

ついて学ぶことにより、公務に対する自覚を育成するとともに、接遇についての基

本的な技能を修得することで市民サービスの向上を図ることを目的とする。 

 

講 座 名 勤務評定者研修講座 

日  程 平成２５年１０月９日（水） 

講 師 （株）話し方教育センター専任講師 橋本 武  

受 講 者 数 ６名 
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目 的 

職員の能力、適性に基づく効果的な人事管理を進めるうえで有効な指針となる勤務評定に

ついて、管理監督者としての意識の充実、勤務評定制度の理解及び統一的な認識を深め

ることを目的とする。 

 

講 座 名 メンタルヘルス研修講座 

日  程 平成２５年１２月１３日（金） 

講 師 一般社団法人日本ビジネス心理カウンセラー協会代表理事 中村 毅  

受 講 者 数 ２９名 

目 的 

職員の受ける精神的負担やストレスに対し、メンタルヘルス対策は管理監督者に求められ

る重要な課題の一つとなっており、メンタルヘルスについての理解と適切な対処法につい

て学び、管理能力の向上を図ることを目的とする。 

 

講 座 名 非常勤職員接遇研修講座 

日  程 平成２６年３月３日（月） 

講 師 （株）話し方教育センター専任講師 天田 佳子  

受 講 者 数 １５名 

目 的 

接遇におけるコミュニケーションの基本を理解し、具体的な表現技法についてロールプ

レイングを交えながら習得することを目的とする。またクレームの場面に立ち会った場

合、心がけるポイント等について具体的な技術を習得し、住民満足の向上へ繋げるこ

とを目指す。 

 

○ 派遣研修 

ア 自治大学校 

講 座 名 日 数 受 講 者 

第３部 第１０４期 １７日 福祉部職員 

 １名 

 

イ 市町村職員中央研修所（市町村アカデミー） 

研修課程 講 座 名 日 数 受 講 者 

専門実務 

地方公務員制度（研修講師養成）  ９日 職員課職員 

政 策 企 画  ７日 企画課職員 

広 報 広 聴  ９日 秘書広報課職員 

住 民 税 課 税 事 務  ９日 課税課職員 

固定資産税課税事務（家屋）  ９日 課税課職員 

市 町 村 税 徴 収 事 務  ９日 納税課職員 

自 治 体 財 政 運 営  ９日 財政課職員 

地域における障がい者福祉  ７日 障がい福祉課職員 

生活保護と自立支援  ５日 社会福祉課職員 

 ９名 
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ウ 国土交通省派遣研修 

（国土交通大学校） 

    実績なし 

 

エ 神奈川県市町村研修センター（フレアップかながわ）   

研 修 課 程 講 座 名 日 数 人 数 

階 層 別 研 修 財 務 事 務 ３日 ４名 

住 民 対 応 （ 一 般 職 員 ） ２日 ６名 

法 制 執 務 （ 基 礎 ） ２日 １０名 

職 場 研 修 （ Ｏ Ｊ Ｔ ） ２日 ３名 

民 法 ４日 ７名 

地 方 自 治 の 現 状 と 法 ３日 ４名 

住 民 と の 協 働 ２日 ８名 

コ ー チ ン グ ２日 ３名 

目 標 に よ る マ ネ ジ メ ン ト ３日 １名 

メ ン タ ル ヘ ル ス １日 ５名 

住 民 対 応 （ リ ー ダ ー ・ 監 督 者 級 ） ２日 ７名 

マ ネ ジ メ ン ト ２日 １名 

専 門 実 務 研 修 税 務 職 員 （ 徴 収 基 礎 ） ２日 １名 

税 務 職 員 （ 徴 収 実 務 ） ３日 １名 

税 務 職 員 （ 固 定 資 産 税 ） ４日 ２名 

税 務 職 員 （ 市 町 村 民 税 ） ３日 ２名 

用 地 担 当 職 員 ３日 １名 

公 会 計 制 度 （ 普 通 会 計 ） ３日 １名 

研 修 担 当 職 員 １日 １名 

能 力 開 発 等 企 画 力 開 発 ２日 １名 

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ス キ ル ア ッ プ １日 ５名 

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン ２日 ６名 

タ イ ム マ ネ ジ メ ン ト １日 ５名 

法 制 執 務 （ 応 用 ） ２日 ３名 

行 政 争 訟 法 ３日 ２名 

法 学 概 論 ２日 １名 

統 計 概 論 １日 ７名 

簿 記 ３日 １名 

情 報 セ キ ュ リ テ ィ １日 ２名 

災 害 に 関 す る 危 機 管 理 （ 基 礎 ） ２日 ４名 

災 害 に 関 す る 危 機 管 理 （ 地 域 版 ） ２日 １名 

災 害 に 関 す る 危 機 管 理 （ 応 用 ） ２日 １名 
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庁 内 講 師 養 成 ２日 ４名 

接 遇 研 修 指 導 者 養 成 ３日 ２名 

政 策 形 成 演 習 ３日 １名 

ワ ー ド （ 基 礎 ） １日 ３名 

エ ク セ ル （ 基 礎 ） ２日 ３名 

エ ク セ ル （ 応 用 ） ２日 ９名 

ア ク セ ス （ 応 用 ） ２日 １名 

ｅ ラ ー ニ ン グ  ５名 

 １３５名 

 

オ その他派遣機関派遣研修（各課要望分ほか） 

所 属 研 修 機 関 講 座 名 日 数 人 数 

総 務 課 （株）ぎょうせい 法制執務実践セミナー １日 ６名 

 電子自治体推進パートナーズ 
番号制度の仕組み・導入体制・スケジュール・ 

システム改修準備 
１日 １名 

子育て支援課 

恩賜財団母子愛育会 乳幼児保健・育児支援 ２日 １名 

県立こども医療センター 小児保健研修 ５日 ３名 

鎌倉三浦地域児童相談所 
「市町と児童相談所の連携 サインオブセーフティーを

学ぶこと」研修会 
１日 ２名 

湘 南 保 育 園 白峰学園保育センター 

新任保育士研修 １日 ２名 

乳幼児救急法研修 ２日 １名 

０歳児保育研修 ２日 １名 

３歳児保育研修 ２日 １名 

中堅保育士研修 ２日 １名 

小 坪 保 育 園 白峰学園保育センター 

新任保育士研修 １日 １名 

乳幼児救急法研修 ２日 ２名 

２歳児保育研修 ２日 １名 

中堅保育士研修 ２日 １名 

緑  政  課 
林業・木材製造業労働災害防止 

協会 神奈川県支部 

刈払機取扱作業者安全衛生教育 １日 １名 

チェンソー作業従事者特別教育 ２日 １名 

資 源 循 環 課 日本環境衛生センター 廃棄物行政担当者研修会 ２日 ２名 

都 市 整 備 課 神奈川県 

技術職員研修「スキルアップ研修（測量実習」」 ２日 ２名 

技術職員研修「スキルアップ研修（地盤工学」」 １日 １名 

教 育 研 究 所 NPO フトゥーロ LD発達相談 ＳＳＴ実践講習会 １日 １名 
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センターかながわ 

職 員 課 

日本人事行政研究所 給与実務研修会（人事院勧告） １日 ２名 

全国市長会 人事管理研修会 １日 ２名 

計 ３７日 ３６名 

 

（３）職員の勤務成績の評定制度の概要 

職員の勤務実績並びに執務に関連して見られた職員の能力及び適性について、年２

回評価を行い、評価結果を昇任・昇格などに反映させています。 

また、管理職職員については、目標管理の手法を用いた業績評価を実施し、勤勉手

当に反映させています。 

 

11 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）共済組合の概要 

   逗子市の常勤職員は、神奈川県市町村職員共済組合（ホームページアドレスは 

http://www.kanagawa-kyosai.jp/ ）に加入します。 

（公立学校に勤務する栄養士、用務員等の一部の職員は公立学校共済組合に加入し

ています。） 

神奈川県市町村職員共済組合は大きく分けて、短期給付事業、長期給付事業、福祉

事業の３つの事業を行っています。 

   これらの事業に必要な費用は「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によっ

て賄われています。 

 

  ① 短期給付事業 

    組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付

を行います。 

法定給付 保健給付 病気、負傷などの場合に支払われる給付 

休業給付 育児休業などの場合に支払われる給付 

災害給付 災害などに支払われる給付 

法定外給付 附加給付 法定給付以外の給付 

      

② 長期給付事業 

  組合員の退職・障害・死亡に対して年金・一時金の給付を行います。 

  公務員の公的年金には、基礎年金（国民年金に相当）と共済年金（民間サラリー

マンの厚生年金、企業年金に相当するもの）があります。 

○ 共済年金 

退職共済年金 職員（共済組合員）期間等 25年以上の者が退職した場合で、65

歳に達したとき等に支給（支給開始年齢の特例あり） 



 

34 

障害共済年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じ

て支給 

障害一時金 軽度の障害の状態で退職したときに支給 

遺族共済年金 組合員が死亡したときに支給 

（注）要件等は省略しています。 

○ 基礎年金 

老齢基礎年金 職員（共済組合員）期間等 25年以上の者が退職した場合で、65

歳に達したとき等に支給 

障害基礎年金 法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じ

て支給 

遺族基礎年金 組合員が死亡し、18 歳未満の子を有している場合に支給 

（注）要件等は省略しています。 

 

③ 福祉事業 

福祉事業としては、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業などの保健・保養

及び教養に資する事業、保養所の経営などの宿泊事業、住宅貸付などの貸付事業、

貯金事業、物資の斡旋事業など職員の福祉のための事業を行っています。 

保健事業 人間ドック等の補助、電話健康相談、宿泊施設・保養所利

用助成、厚生施設（遊園地・プール等）利用助成など 

宿泊事業 保養所「湯河原温泉ちとせ」 

貯金事業 給料天引きにより積立 

（年率 1.9％ 平成 26年４月１日現在） 

貸付事業 普通貸付、特別貸付（医療・入学・修学・結婚・葬祭）、

住宅貸付、災害貸付、在宅介護対応住宅貸付、高額医療貸

付、出産貸付 

物資事業 自動車・オートバイの代金の立て替え払いをし、割賦によ

り職員から返済を受ける、など 

財形住宅貸付事業 住宅の新築・購入・増改築等に必要な資金の貸し付け 

 

（２）公務災害補償の概要と実施状況 

   公務上の災害（負傷・疾病・障害・死亡）については、地方公務員災害補償基金か

ら一定の補償がなされます。 

 25年度 24年度 

傷病 死亡 傷病 死亡 

通勤災害 新規認定件数 3 0 1 0 

補償件数 1 0 0 0 

公務上の災害 新規認定件数 10 0 7 0 

補償件数 9 0 9 0 
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（３）職員の健康診断等の概要 

労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施しており、職員の健康に配慮

しています。また、適正な執務環境に向けて、年１回産業医を巡回させ、執務環境の

状況をチェックし、執務環境の改善に取り組んでおります。 

 

（４）メンタルヘルスへの対応状況 

メンタルヘルスに対しては、外部専門医に依頼し、毎月相談日を設けています。 

   また、年に１回メンタルヘルスの講習を職員を対象に行っています。 

 

（５）セクシャルハラスメントへの対応状況 

セクシャルハラスメントに対しては、職員相談窓口を設け、随時相談を受け付け、

相談に応じています。相談を受けた場合、必要に応じて所属長や人事主管課と連携し

て、対応しています。 

また、年に１回セクシャルハラスメントに関する講習を職員対象に行っています。 

 

（６）その他厚生制度の概要 

地方公共団体は、法律に基づき、職員の保健、元気回復等の厚生制度を企画し実施

することとされています。このいわゆる福利厚生事業には逗子市職員厚生会への補助

を通じて行うものと、逗子市が直接実施するものがあります。 

   逗子市職員厚生会は、職員等の互助共済及び福利厚生を増進するために設置された

組織で、市職員（25 年度末会員数 539 人）で構成されています。職員からの会費、

逗子市からの交付金をもとに運営されています。 

  

① 互助会を通じて実施した事業 

25 年度に逗子市職員厚生会が実施した事業は次のとおりです。（厚生会が職員から

の会費のみで実施し、市の交付金が充当されていない事業は除きます。） 

 

事業概要・給付卖価（円） 実施件数（件） 補助額（円） 

人間ドック受検費用助成金 

10,000 円を上限とする。 
211 

2,079,850 

（2,214,850） 

夏期宿泊施設借上 135 
5,305,116 

（9,622,130） 

その他（球技大会の実施、各部への助成等） 615,034 

（615,034） 

公費負担（補助）額計 

（一人当たりの公費負担額 14,842 円、公費負担率 25.5％）                

8,000,000 

（31,411,498） 

（注）１（ ）内は職員の会費も含めた事業額です。事業額の計には、職員からの会費

のみで実施している事業額も含んでいます。 
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② 互助会に委託して実施した事業 

平成 25 年度に逗子市では湘单六市役所体育大会の委託金として 166,000 円を逗子市

職員厚生会に支出しています。その他に医薬品の購入等行っていますが、職員個人に

給付する事業については行っていません。 

 

12 公平委員会の業務の状況（苦情処理、措置要求、不服申立） 

 

（１）苦情処理制度の概要と状況 

   職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する

苦情の申出及び相談を公平委員会等にすることができます。 

（25 年度）                             （卖位：件） 

処理件数 

給与 旅費 
勤務 

時間 
休暇 

執務 

環境 

厚生 

福利 
服務 転任 任用 

セク

ハラ 

いじめ

等 
その他 計 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（２）勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求

することができます。 

 （25 年度）                             （卖位：件） 

年度当初

係属件数 

新規要求

件  数 

処理件数 年度末 

係属件数 要求認容 棄却 却下 取下げ 計 

0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（３）不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況 

     職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申

し立てをすることができます。 

 （25 年度）                             （卖位：件） 

年度当初

係属件数 

新規申立

件  数 

処理件数 年度末 

係属件数 処分取消し 棄却 却下 取下げ 計 

0 0 0 0 0 0 0 0 

 


